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日行連発第615号

平成26年9月10日

全国社会保険労務士会連合会

会長 大西 健造 様

日本行政書士会連合会

会長 北 山 孝 次

就業規則の作成業務について

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素より当会の事業運営に格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、平成24年1月23日付社労連発第21号にて、貴会より「 常時10人以上の労働者

を使用する使用者以外の依頼者からの依頼に基づく就業規則の作成について」 を発出され

ておりますが、就業規則の作成業務について、当会としての見解を下記のとおりお示しい

たします。

記

貴会からの申し入れについては、これを真摯に受け止め、当会の内部に就業規則の作成

業務についての研究部署を設置し、また外部の有識者から意見書を頂戴するなど検討を進

めてまいりました。

その結果、当会としては別添のとおり、常時使用する労働者が10人以上であるか10人

未満であるかにかかわらず、就業規則の作成について行政書士が排除される理由はないと

の結論に至りました。

また、有識者の方々 も、結論に至る道筋には若干の違いはあるものの、主として国民の

利便性の観点からは、常時使用する労働者が10人以上であるか10人未満であるかに関わ

らず、就業規則の作成は行政書士と社会保険労務士の共同独占と考えることが、この問題

の解決方法として最も適切であるとのご意見であり、この点では当会の意見と同一であり

ます。

当会といたしましては、以上の結果を踏まえつつ、この問題の解決へ向けて貴会との協

議の機会を設けさせていただければと存じますのでご検討くださいますようお願い申し上

げます。

【 別紙】

就業規則作成業務に関する社会保険労務士との業際について

敬具
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